（警備業務用）

評　価　項　目　に　関　す　る　調　書
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公立大学法人三重県立看護大学
商号又は名称
技術提案者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(印)　
　令和７年７月17日公告の【公立大学法人三重県立看護大学警備業務委託】に係る技術提案について、次のとおり提出します。
１　基本的項目
（１）警備業法第４条の規定による公安委員会の認定について、認定証の写しを提出して下さい。
（２）警備業務の実施体制のうち、配置が必要となる施設警備業務検定１級又は２級の資格者について、合格証明書の写しを提出してください。
また、当該資格者と貴社との雇用関係が確認できるもの（保険証等の写し）を合わせて提出して下さい。
２　技術要件・研修体制
（1） 貴社の事業年度における研修体制（規程）の有無について評価します。（該当箇所について□を■にする、又はレ点を付するとともに当該規定の写しを添付して下さい。）
　　□　a.警備業務
　　□　b.危機管理
　　□　c.接遇
　　□　d.関係法令

（２）令和６年４月１日～翌年３月31日における研修実績について評価します。
　　①　次の各表の空欄（事務局記載欄以外）へ記入して下さい。
②　各研修毎の参加人数がわかる受講者名簿等を提出して下さい。
ａ.警備業務研修について
	回　数
	１回
	２回
	３回
	４回
	５回
	６回
	７回
	８回
	９回
	10回
	11回
	12回

	開催日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	全警備業務従事者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	うち研修参加者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務局記載欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


ｂ.危機管理研修について
	回　数
	１回
	２回
	３回
	４回
	５回
	６回
	７回
	８回
	９回
	10回
	11回
	12回

	開催日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	全警備業務従事者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	うち研修参加者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務局記載欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


ｃ.接遇研修について
	回　数
	１回
	２回
	３回
	４回
	５回
	６回
	７回
	８回
	９回
	10回
	11回
	12回

	開催日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	全警備業務従事者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	うち研修参加者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務局記載欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


ｄ.関係法令研修について

	回　数
	１回
	２回
	３回
	４回
	５回
	６回
	７回
	８回
	９回
	10回
	11回
	12回

	開催日
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	全警備業務従事者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	うち研修参加者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務局記載欄
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（３）令和６年４月１日～翌年３月31日における研修内容について評価します。（聴取項目）
　　①　研修毎の研修実施内容がわかる事項書、使用されたテキスト、写真等を提出して下さい。
３　技術要件・履行体制
（１）実施計画書（a～f）の有無について評価します。（該当箇所について□を■にする、又はレ点を付するとともに当該計画書を提出して下さい。）
　　□　a. 時間毎の警備員配置、業務内容
　　□　b. 会社の実施体制、支援体制
　　□　c. 業務引継
　　□　d. 連絡体制
　　□　e. 緊急時対応要領
　　□　f. 安全管理体制
（２）実施計画書（a～f）の整備状況、内容を評価します。（聴取項目）
　　　上記（１）で提出された各実施計画書を基に、整備状況及び内容を確認します。
（３）資格を有する配置予定の業務関係者の人数を評価します。
	資 格 の 種 類
	配置予定人員
	提 出 書 類 確 認

	ａ.施設警備業務検定１級
	人
	合格証明書（写し）、保険証等（写し）

	ｂ.施設警備業務検定２級
	人
	合格証明書（写し）、保険証等（写し）


　※ 入札参加資格要件であるため、１級又は２級の資格保有者が最低１名以上必要になります。
（４）配置予定警備員の令和７年３月末時点における実務経験年数（他社での実務経験年数を含む。）を評価します。
　　①　対象者 …【常駐者】（常駐者の休暇を補う交代要員は評価の対象外とします。）
　　②　配置予定の警備員は、正規雇用（予定）の者とする。
　　③　実務経験年数は、建築物での施設警備の通算であり令和７年３月末時点までの経験年数とし、他社での実務経験年数を含む。
④　次の例により「実務経験年数調書（警備）」を作成して提出して下さい。
　　⑤　「実務経験年数」は、各々12月未満は切り捨てるものとします。
　（例）「実務経験年数調書（警備）」　

	№
	名　　前
	実務経験年数

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	合　計
	平均実務経験年数
	


⑥　配置予定警備員の実務経験年数の確認は、【経歴書】により行いますので、指定された様式により提出して下さい。
４　技術要件・苦情処理（聴取項目）
（１）当該業務における苦情処理要領等の整備状況、実績等について評価します。（該当箇所について□を■にする、又はレ点を付して下さい。）
　　①　苦情処理要領等の有無について
　　　□　有 … 関係要領を提出して下さい。
　　　□　無
　　②　①で「有」の場合において、実績の有無について
　　　□　有 … 直近の苦情処理実績に関する書類を提出して下さい。
　　　□　無
５　技術要件・検査体制（聴取項目）
（１）当該業務における自己検査体制等の整備状況、実績等について評価します。（該当箇所について□を■にする、又はレ点を付して下さい。）
　　①　自己検査体制、検査結果の業務への反映手順等の有無について
□　有 … 自己検査体制、検査結果の業務への反映手順が記載された書類を提出して下さい。
　　　□　無
　　②　①で「有」の場合において、実績の有無について
　　　□　有 … 直近の実績に関する書類を提出して下さい。
　　　□　無
６　技術要件・顧客満足度向上への取組（聴取項目）
（１）顧客満足度向上に向けた基本理念・方針の内容及び顧客満足度向上への創意工夫について評価します。（該当箇所について□を■にする、又はレ点を付して下さい。）
※ 顧客とは、大学へ出入りする学生、教職員及び来学者とします。
　　□　有 … 基本理念・方針の判る書類を提出して下さい。また、創意工夫をしていることがあれば、そのことについてわかる資料も提出して下さい。
　　□　無
７　企業要件・契約実績
（１）８千㎡（複数棟の場合は合計）以上の建物での過去５年間における６箇月以上継続の業務実績を評価します。
　　①　警備業務実績（機械警備を除く）で評価。
②　『過去５年間における契約実績証明書』及び『契約履行証明書』を提出して下さい。
　　③　対象期間：５年間（令和２年４月１日～令和７年３月31日）
④　契約の相手方については、官公庁・民間企業の別を問いません。
　　⑤　令和２年４月１日より以前の日に契約した案件であっても、当該契約における履行期間の一部が対象期間に含まれていれば、上記③の期間は履行実績の評価の対象となります。
　　⑥　対象期間内に契約締結し、対象期間内に契約終了日に達していない場合は、「契約履行証明書」により履行実績の確認できる業務実績の期間内のみ評価の対象とします。
８　企業要件・従業員の雇用
（１）障がい者雇用実績の有無について評価します。（該当箇所について□を■にする、又はレ点を付して下さい。）
　　□　有 … 次の①又は②のいずれかにチェックをして下さい。
　　　□ ① 障害者の雇用の促進等に関する法律により雇用することが義務づけられている企業
※一般の民間企業の場合、常時雇用する労働者数（除外すべき労働者数を控除した数）が40.0人以上の企業が対象（40.0人×2.5％（法定障害者雇用率）＝1人）　　　　　
ア　法定雇用の達成を評価
　　　　　　イ　令和７年６月１日現在で公共職業安定所へ提出する【障害者雇用状況報告書】の写しを提出して下さい。なお、提出書類は、公共職業安定所の受付印が確認できるものとします。
　　　□ ② ①以外の企業
　　　　　　ア　雇用の有無を評価
　　　　　　イ　雇用している障がい者の障害者手帳の写しや手帳番号等記載された書類を提出して下さい。短時間労働者（所定労働時間週20時間以上30時間未満）の障がい者のみの雇用でも評価の対象とします。なお、その者の常時雇用（令和７年４月１日～令和７年６月30日の間、雇用が継続していること。）が確認できる書類（保険証の写し等）も併せて提出して下さい。
　　□　無
９　企業要件・ＩＳＯ認証取得　等
　（１）【ＩＳＯ９０００ｓ】【ＩＳＯ１４００１】【Ｍ－ＥＭＳ（みえ・環境マネジメントシステム・スタンダード）】の認証取得の有無について評価します。
　　　認証の種類（該当する方の□を■にする、又はレ点を付して下さい。）
　　　□　ＩＳＯ９０００ｓを認証取得
　　　□　ＩＳＯ１４００１を認証取得
　　　□　Ｍ－ＥＭＳステップ2を認証取得
　　　□　Ｍ－ＥＭＳステップ１を認証取得
　　　□　無
　　　※登録証の写しを提出して下さい。なお、登録証の写しで事業範囲の記載が不充分である場合には、事業範囲の確認できる書類を併せて提出して下さい。
１０　企業要件・次世代育成支援活動
（１）次世代育成支援活動について評価します。（該当箇所について□を■にする、又はレ点を付して下さい。）
　　□　有 … 次のとおり。
①　育児休業法により規定することが義務づけられている企業
· 常時雇用（正規職員、アルバイト、パート。季節雇用は除く。）の従業員が10名以上の企業が対象
ア　【育児休業制度】について、就業規則の表紙（法人名が記載されたもので労働基準監督署の受付印があるもの）及び該当する部分の写しを提出して下さい。
②　①以外の企業
ア　【育児休業制度】について、就業規則の表紙（法人名が記載されたもの）及び該当する部分の写しを提出して下さい。
　　□　無
１１　企業要件・男女共同参画活動実績
「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画」策定の有無について評価します。
　（該当箇所について□を■にする、又はレ点を付して下さい。）
　　□　有
　　□　無
　　　※都道府県労働局に提出された一般事業主行動計画策定届の写し（第一面に労働局の受付印が押印されたもの）を提出して下さい。
※提出された一般事業主行動計画策定届の労働局の受付印の日付が技術提案書提出期限以　
前であり、かつ一般事業主行動計画の計画期間が技術提案書提出期限を含んでいる場合に評価します。
１２　企業要件・人権に関する取組
　　　企業の人権に関する取組実績について評価します。
　　　（該当箇所について□を■にする、又はレ点を付して下さい。）
　　□　有 … 次の①、②のいずれかに該当する場合に評価します。
　　　①　三重県が開催する人権に関する研修の受講実績がある場合。
※令和６年４月１日～翌年３月31日に実施された研修を対象とします。なお、他の本支店等の受講実績は対象外です。
　　　　ア　人権研修受講確認申請書（三重県人権センター又は各地域防災事務所・各地域活性局の受付印が押印されたもの）の写し
イ　受講者の現在の雇用確認ができる資料（保険証等の写し）
　　　②　公正採用選考人権啓発推進員を選任している場合
ア　公正採用選考人権啓発推進員選任状況報告書（ハローワークの受理印が押印された
もの）の写し
イ　公正採用選考人権啓発推進員の現在の雇用確認ができる資料（保険証等の写し）
　　□　無
１３　企業要件・地域社会貢献活動
（１）令和６年４月１日～翌年３月31日における地域社会貢献活動について評価します。（該当箇所について□を■にする、又はレ点を付して下さい。）
　　□　有 （2項目以上）　… 次の①から④の該当箇所にチェックをして下さい。
　　□　有 （１項目）　　 … 次の①から④の該当箇所にチェックをして下さい。
□　①　障がい者への就労支援活動実績について（複数の活動の提出可）
             （例）障がい者就労支援
　　　　　　　　　 その他（上記以外で①に該当する）の取組
□　②　防災活動の取組（複数の活動の提出可）
    （例）災害時における支援体制
　　　　 その他（上記以外で②に該当する）の取組
□　③　環境美化活動等（ごみ拾い、除草等）（複数の活動の提出不可）
□　④　その他社会貢献活動とみなすことができる活動（複数の活動の提出可）
※「過去1年間における地域貢献の実績調書」及び地域社会貢献活動実績を証明するもの（広報記事等及び写真等）を提出して下さい。
　　□　無　
１４　企業要件・地域要件

（１）入札参加者の所在地について評価します。

　　（該当箇所について□を■にする、又はレ点を付して下さい。）

　　□　本店が三重県内にある。

　　□　支店、営業所等が三重県内にある。

　　□　本店、支店、営業所等が三重県内にない。

１５　全般・業務の取組姿勢（聴取項目）
（１）業務全般に対する取組姿勢、及び強みの部分について聴き取りによる評価を行います。
　　①　技術提案書聴取会において、業務全般に対する取組姿勢、及び強みに関する説明をお願いします。
１６　その他
（１）財務状況
　　①　直近２ヶ年の財務諸表（貸借対照表、損益計算書）を添付してください。
　　　　また、必要に応じて会社の経営状況に関する確認を行います。
　　※　本項目は、評価項目ではありません。
（２）提案書聴取会には、警備責任者の出席をお願いします。
（３）提案書聴取会の説明時間は、20分以内です。要点を絞るなど時間配分に気を付けてください。
（注意）


各項目について、本調書に記入のうえ提出して下さい。提出方法等は入札説明書又は技術提案書作成要領に示すとおりです。


なお、研修体制（規程）、研修実績、実施計画書、いずれかの提出が無い場合は、提案書聴取を実施せず、技術評価点を０点とします。また、技術評価点が０点となった場合は、落札候補者といたしません。
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